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1．はじめに

平成 23 年 3 月 11 日、三陸沖を震源とするマグニ

チュード Mw9.0 の「東北地方太平洋沖地震」が発生し、

東日本の太平洋側に大津波が押し寄せ、死者 15,858 名、

行方不明者 3,021 名（平成 24 年 5 月 16 日現在警察

庁発表）という多くの尊い人命が奪われる莫大な被害が生

じた。

これまでに、国・地方自治体は被災地の復旧・復興のた

めに様々な施策を講じてきた。平成 23 年度第 3 次補正

予算では、東日本大震災復興関係経費として 11.7 兆円

を計上し、復旧工事が本格化した。また、平成 24 年度

復興庁予算では、復興関係事業として 1.7 兆円を計上し、

被災 3 県においても過去最大規模の公共事業予算を確保

した。今後、海岸堤防の本復旧、復興住宅の建設、復興ま

ちづくり、復旧道路・復興支援道路の整備等膨大な復興工

事が予想されている。

昨年度後半から国・県・市町村から復旧工事の発注が増

加してきたが、工事契約段階での入札不調事例が発生する

など、工事実施体制の確立に支障をきたす状況も見うけら

れた。その要因として以下が考えられたが、その実態はま

だ十分に把握されていなかった。

①技術者・技能工の不足、人件費の上昇

②資材の不足、材料単価の上昇

③建設機械の不足等

当センターは国土交通本省より「復旧・復興工事におけ

る現場配置技術者等の実態調査業務」を受託し、被災地で

の工事実施体制について調査を行った。その一環として、

震災発生後１年になろうとする 3 月初旬、被災 3 県での

ヒアリング調査を行った。本レポートでは、地元自治体

（岩手県宮古市、宮城県石巻市、福島県南相馬市）及び建

設企業へのヒアリング調査を通じて把握した現地の状況を

報告する。

2．岩手県宮古市（担当：福田）

2.1　宮古市の被災状況
宮古市は岩手県の東端に位置し、市町村合併により人口は

約 6 万 3 千人、面積は約 1,260 平方 km となり、全国の

市では 8 番目、東北では 2 番目に広大な面積を有する市で

ある。リアス式海岸に面することから、今回の津波により沿

岸の集落は大きな被害を受けた。宮古市全体で死者 420 名、

行方不明者 97 名、負傷者 33 名、家屋倒壊数 4,675 棟の

被害が発生した（平成 24 年 5 月 9 日岩手県 HP より）。

盛岡市から宮古市までは国道 106 号経由で北上山地

を越え、バスで 2 時間かかる。訪問当日もバスを利用し

たが、途中交通事故が発生し、その処理のため 1 時間近

く通行止めとなった。事故現場を迂回するルートもなく、

我々はバスの中で待つしかなかった。震災発生直後、東北

地方整備局が「くしの歯作戦」により国道 106 号の通行

をいち早く確保したが、今回経験した通行止めで宮古市と

内陸部をつなぐ最重要路線であることを改めて実感した次

第である。

2.2　被災地の状況
今回 3 月 7 日に訪問した宮古市役所庁舎は、震災時津

波の被害を受け１階が水没した。訪問時はちょうど１階ロ

ビーの修復工事を行っており、5 月までかかる予定であ

る。震災後の半年間は避難所対応に手一杯で、年度後半か

らようやく復旧工事と通常工事に着手できるようになった

とのことである。そのため、平成 23 年度は土木工事発注

量が急に増えたわけではなく、増えたのは建築の復旧工事

だった。土木工事については、平成 24 年度から本格的な

復旧工事が始まり、平成 25 年度に復旧・復興まちづくり

のピークを迎えるとの見通しである。

本年 2 月に今後の新しいまちづくりの青写真となる「ま

ちづくり復興計画案」が市内 10 地区においてまとめられ

た。これを基に行政としての案を作成し、平成 24 年度に

本格的な設計を行う予定である。
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2.3　復旧工事の問題点
宮古市における復旧工事で懸念されているのは建設資材

の不足である。当面、漁港・防潮堤の工事で相当量の生コ

ンが必要になるが、市内には生コンプラントが２社しかな

い。市の担当部局は生コン業界と情報交換をしているが、

一番の問題は単価である。骨材は市外から運搬し、生コン

車は内陸から調達するしかなく、これらは全て単価に跳ね

返る。宮古市だけでなく沿岸地区ではどこも生コンの調達

に困っている。また、新たな骨材の入手方法として、これ

まで河床から採取していた砂利を農地から採取することも

検討しているが、農地での砂利採取には市の農業委員会の

許可が必要でそのための手続きが別途必要になる。

また、工事の技術者・作業員の宿舎不足の問題も懸念材

料との指摘があった。もともと沿岸部は宿泊施設が少な

かったところで、津波により多くの宿泊施設が被害を受

けた。宿泊施設の多い盛岡市から通うには片道２時間かか

り、非常に非効率である。既に 3 月現在でも宮古市の宿

泊施設はどこも満室になっていた。作業員用の仮設宿舎を

建設するにも、工事を受注した建設会社が建設するにはコ

ストが大きすぎること、市内で非浸水地区は既に仮設住宅

が建設されており新たなスペースがないことなど課題は山

積している。

2.4　被災地を見て
津波の被害の激しかった市内鍬ヶ崎地区を視察した。現

地ではガレキは既に撤去されていたが、平地には住宅の基

礎だけが残り、高台にある被害の小さかった家屋との対照

が印象に残った。案内してもらったタクシードライバーに

よると、津波浸水地区に指定されている区域では新たな建

築は認められていないが、まちづくり復興計画の策定を待

てずに、元の浸水地区に家を建て直すケースもあるとのこ

とであった。確かに場所によっては平地でも改築・補修さ

れた様子の真新しい住宅を目にした。新たなまちづくり復

興計画の実施が遅れれば、このようなケースは今後も増え

るものと考えられる。

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

宮古市役所 

図2-1　宮古市の地図（赤色着色部が津波で浸水した区域）
出典：日本地理学会災害対応本部津波被災マップより

写真2-1　津波による落橋（蛸の浜）

写真2-2　大きな被害を受けた鍬ヶ崎地区の現状
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3．宮城県石巻市（担当：高野）

3.1　石巻市の震災被害
石巻市は平成 17 年に周辺 6 町と合併し、人口約 16

万人を有する宮城県下第二の拠点都市である。東北を代表

する大河である北上川が市域で二手に分かれ、沿川に肥沃

な平野を形成するとともに、その間の海岸部は風光明媚

なリアス式海岸となっている。古くは海運、舟運基地とし

て、さらに水産業、商工業等の拠点として、臨海部の産業

活動は活発である。　　　

東日本大震災においては、震源から近い距離にあったこ

とから、震度 6 強の激しい揺れと北上川下流部を含む沿

岸域に襲来した巨大津波により、多くの人命、財産が失わ

れた。特に、3000 名を超える死者と 500 名を超える

行方不明者、全住家の約 7 割に及ぶ 5 万棟を超える被災

家屋の発生は、被災自治体の中でも際立った被害であっ

た。

また、牡鹿地区での最大 120cm の沈下をはじめ、市

内の広範囲での地盤沈下や液状化とともに、中心市街地を

含む平野部の約 30％の浸水の発生は、被害の拡大のみな

らず、復旧の困難な状況を長期化することとなった。

3.2　石巻市の復旧状況
我々が現地調査に入ったのは 3 月 8 日、3 日後の 11

日には震災から１年を迎える追悼式が予定されていた。Ｊ

Ｒ仙石線は津波被害で不通区間があり、仙台駅前からレン

タカーにより石巻へ向かった。60km 程度の距離を通常

より 1 時間余計にかかり、2 時間を超えるドライブとなっ

た。高速道路が無料となり、復旧工事用の県外ナンバーの

工事関係車両も加わり交通量が大幅に増加、昼時にもか

かわらず渋滞は長く続いた。「石巻から通勤していたサラ

リーマンが仙台に単身赴任」という話題が現実味を増し

た。

石巻港ＩＣを降り、石巻港を見下ろす日和山公園を目指

し市街地を抜けていくと、沿岸部に近付いた時、急にそれ

までの見慣れた街並みから空虚な荒野の風景に変わる。津

波の及んだ範囲が、町の様子の変化 ―家並みと空地のコ

ントラスト ― として明確に示されている。

津波に襲われた駅前中心市街地は歩道の復旧等も行わ

れ、買い物客が行きかう姿も見られた。しかし、路面のた

わみと傾いたままの商店、ゆがんだシャッターが下ろされ

たままの建物も多く見られ、復興には程遠い状況である。

そのような中、津波被害を受けた三越デパートが、この日

に駅前仮店舗において営業を再開、店頭を埋め尽くす祝賀

の花籠が地域の復興の期待を示しているようだった。

市街地南部の石巻港に向かうエリアは、津波により一面

破壊しつくされた地区である。空地の中をガレキ運搬の工

事用車両が走り回り、一部には地盤沈下のために水たまり

が広がっている。市街地に広く散在していたガレキは、す

でに数十カ所の一次仮置場に集められ、それらが順次石巻

港埠頭地区に設けられる処理施設で処理されることにな

る。

調査時点では、ゼネコンとプラントメーカーの力を結集

し、ヤード整備とプラント建設の並行工事、リサイクルの

ためのガレキ選別作業等が行われていた。すでにゴールデ

ンウィーク明けに１号焼却炉が稼働開始し、東北 3 県の

発生量の約 1/3 を占め、石巻市の 100 年分にあたる膨

大な廃棄物について、2 年を目途とする処理作業が開始さ

れている。

3.3　復旧・復興の課題
石巻市の予算のうち投資的経費は、平成 23 年度当初

約 44 億円に対し、2 月までの補正予算により約７倍、

300 億円を上回る規模となっている。さらに 24 年度は、

倍増の 700 億円近くの巨額となり、その 2/3 を土木費

が占めている。

お話をお聞きした建設部局のフロアーには、自宅の復旧

を始め被災された方々への支援・相談コーナーが設けら

れ、何名もの市民の方が説明を受けていた。執務スペース

では、5 時を過ぎても帰宅する気配はなく、仕事に精励さ

れていた。

市役所におけるヒアリングを通じ、特に強く印象に残っ

た事項を列挙する。

・	前例のない規模の事業に対し、これまでは緊急的な復

旧対応に全精力が費やされている。他の自治体から多

くの応援職員が派遣されているが、本格復旧、復興に

はさらに多くのマンパワーが必要。

・	工事発注については、ロットの大型化、随意契約の活

用等、工事の効率化、契約の円滑化に向け種々の工夫

がされている。

・	生コン、ダンプトラック等の建設資機材の不足のほ

か、広域的な地盤沈下の復旧のため、土砂の確保が最

大の懸念材料。さらに、道路ネットワークの制約が運

搬作業に大きな制約となる。
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3.4　非常事態への対応
石巻市の 24 年度予算概要説明書に以下のような標記

がある。「…時間外勤務手当の増により…」、人件費の増額

理由である。ヒアリングを終え、職員の皆さんが黙々と業

務に当たっている市庁舎を出ると、街灯が煌々と輝いてい

た。

昨年 6 月、各地で震災犠牲者の百日法要が営まれてい

た日に訪れて以来、久しぶりの被災地調査の機会をいただ

いた。旧北上川河口部の石巻港周辺市街地の状況の変化

が、ガレキの一次集積のみと言えるほどの状況を目の当た

りにし、復興までの道のりの長さを実感した。

写真3-1　平成23年 6月（上）と現在（下）の旧北上川河口周辺地区

石巻では、対処すべき事態の状況は変化しても、非常事

態が継続している。広範囲に被災した市内の各地区の中に

は、これまでの生活の場での再建を断念せざる得ない状況

もあると聞く。被災直後の応急対策に全力で対応し、引き

続き復旧・復興を早期に実現するためには、地元関係者の

必死の努力のみでは限界がある。

市役所職員の奮闘を拝見し、一方で山積する事業課題を

お聞きすると、それは、通常の事業展開の延長線上の状況

ではない。迅速な施策決定を如何に行うか、関係者の合意

をどこまで前提とするか、予算、契約制度を弾力運用でき

るか、全国からのヒト・モノの集中が可能か、まちづくり、

復興工事の基盤となる幹線道路整備を先行できるか・・・、

非常時に対応した制度・手段の必要性を痛感した。

4．福島県南相馬市（担当：渡邉）

4. １　南相馬市の被害状況
福島県南相馬市は、いわき市と仙台市のほぼ中間に位置

し、福島県浜通りの北部で太平洋に面し、平成 18 年に

1 市 2 町（旧小高町、旧鹿島町、旧原町市）が合併して

誕生した新しい市である。

今回の東日本大震災で、太平洋に面した地区を中心に津

波による死者 897 名（福島県全体の約 4 割）住宅・建

物被害（全壊 + 半壊）7000 戸の甚大な被害が発生した

〔福島県 HP「東日本大震災（地震、津波）の被害状況」

より〕。

また、東京電力福島第一原子力発電所の事故による放射

性物質の汚染被害が加わり、市民の約 3 割の約 2 万人が

市外避難を余儀なくされた地域でもある。

写真4-1　津波による被災状況（国道6号小高区女湯）
出典：南相馬市 HP

4.2　１年を経過した被災地の状況
3 月 9 日のヒアリング時点での災害復旧の状況は、放

射能汚染の警戒区域を除く地域で、津波によるがれき処理

（一定箇所に集積）が 2 月頃にほぼ終了、現在、危険家屋

の解体を実施（解体済み 50％未満）している状況にある。

南相馬市地域は比較的地盤が良く、市役所周辺の建物な

どの地震による倒壊や損傷などの被害は無く、市庁舎を地

震直後から災害対策本部として活用できたことが救いで

あったと市の担当者が話されていた。

復旧作業全体の進捗は警戒区域の関係等もあり、除染や

復旧作業については、仙台市等他の被災地域よりも遅れて

おり、今後、除染作業と復旧工事が同時期に行われる工程

で進められる予定である。
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写真4-2　現在の状況（国道６号沿い　ガレキ集積状況）
	 旧警戒区域原町区　南相馬市役所提供

4.3　地元建設会社の取り組み
地元建設会社は震災直後から啓開作業、行方不明者の捜

索、津波被害によるガレキ撤去作業を行い、現在（ヒアリ

ング時点）は、危険家屋解体や比較的小規模な震災復旧工

事を行っている。

復旧工事における施工者側での課題として、他地域と同

様に作業員の確保（単価の問題）、重機等の不足と原子力

発電所関連の工事の関係もあり、作業従事者の宿泊施設不

足が深刻化している。民間企業が自前で建設するなどの対

応はリスクが大きすぎるため、国・県での対応及び発注時

期や工期設定及び緊急度等を考えて、長期的に地元雇用が

図れるよう、工事発注の平準化を強く求めている。

4.4　市民の状況その他
ヒアリング調査の短い時間での感想となるが、建物等の

被災も見られない（海岸付近除く）ため、一見、平穏に感

じられたが、昼食時の食堂で地元の人が頻繁に携帯電話を

操作し、「放射線量の公表が今日は遅い。」などの話をして

おり、放射線量の確認が日常生活の一部になっていた。

一方で、大手店舗が 3 月初旬に再開した時のインター

ネットのツイッターには「南相馬市に、あたたかい光りが

増えてきました！また更に活気づく気配を感じます。」な

ど喜びの声も掲載されており、市の活性化が復興へのス

テップ、早道となるものと感じられる。

ヒアリング調査を終え、市役所を後にする時に「南相馬

市の放射線量は決して高くなく、安全であることを是非、

皆さんに伝えてほしい。南相馬市に観光に来てほしい。」

と話されていたことが、地元の切実な気持ちであることと

強く印象に残っている。

写真4-3　放射線量のモニタリング盤（市庁舎前）

5．おわりに

被災地の復旧・復興には相当の期間が必要と考えられ、

その進捗状況により時々で必要とする支援も異なる。その

ため各段階にあった支援を継続的に行うことが重要である

と考える。また、被災地では復興道路の事業促進 PPP の

導入、復興まちづくりにおける発注者代行型 CM 方式の

導入など様々な新たな手法が取り入れられており、引き続

き注視していきたい。

復旧対応や震災から１年の追悼式典の準備等で多忙の

中、快くヒアリング調査に応じて頂いた三市役所・地元企

業の方々に深く感謝申し上げる。今後も当センターの社会

的役割として、被災地の復旧・復興に貢献していきたい。


